
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光を信号電荷に変換する受光領域と、前記受光領域の表面に形成されたシリコン酸化膜
よりなる絶縁膜と、前記信号電荷を増幅して出力する増幅トランジスタを含むトランジス
タと、を有する画素がアレイ状に配置され、該画素アレイよりも光の入射側に形成された
配線層と、を含む光電変換装置において、
　前記トランジスタのゲート電極と配線層との間に該ゲート電極と配線層を電気的に絶縁
するためのシリコン酸化膜よりなる層間絶縁膜が形成され、
　前記受光領域表面に形成されたシリコン酸化膜と前記トランジスタのゲート絶縁膜の膜
厚が異なり、
　前記受光領域の表面に形成されたシリコン酸化膜及び層間絶縁膜として形成されたシリ
コン酸化膜より屈折率が高い複数層からなる反射防止膜が、前記受光領域上に前記絶縁膜
を介して配され、
　前記複数層からなる反射防止膜のうち、前記受光領域側に配された第一の反射防止膜が
シリコン窒化膜よりなり、該第一の反射防止膜上に形成された第二の反射防止膜がシリコ
ン酸窒化膜よりな ことを特
徴とする光電変換装置。
【請求項２】
　前記反射防止膜が、前記増幅トランジスタの側面及び／又は上部に配されていることを
特徴とする請求項１に記載の光電変換装置。
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【請求項３】
　前記トランジスタのゲート電極の側壁にシリコン酸化膜が形成されていることを特徴と
する請求項２に記載の光電変換装置。
【請求項４】
　前記反射防止膜は隣接画素の反射防止膜とは切り離されて配されていることを特徴とす
る請求項１～３のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項５】
　前記反射防止膜はプラズマＣＶＤ法で形成されたシリコン窒化膜であることを特徴とす
る請求項１～４のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項６】
　前記受光領域の表面に形成された絶縁膜と前記ゲート絶縁膜の材料が異なることを特徴
とする請求項１～５のいずれか１項に記載の光電変換装置。
【請求項７】
　光を信号電荷に変換する受光領域と、前記受光領域の表面に形成された絶縁膜と、トラ
ンジスタと、を含む画素がアレイ状に配置された光電変換装置において、
　前記絶縁膜より屈折率が高い反射防止膜が、前記受光領域上に前記絶縁膜を介して配さ
れ、
　前記反射防止膜 前記トランジスタのゲ
ート電極の側壁に配置されるサイドスペーサ 、
　更に、前記反射防止膜と前記ゲート電極の間及び前記サイドスペーサと前記ゲート電極
の間にシリコン酸化膜が配されていることを特徴とする光電変換装置。
【請求項８】
　前記トランジスタは受光領域の信号電荷を転送するための転送トランジスタを含んでお
り、前記反射防止膜が、前記転送トランジスタのゲート電極上に配置されていることを特
徴とする請求項７に記載の光電変換装置。
【請求項９】
　前記トランジスタは、前記信号電荷を増幅して出力する増幅トランジスタを含んでおり
、前記反射防止膜が、前記増幅トランジスタのゲート上に配置されていることを特徴とす
る請求項７または８に記載の光電変換装置。
【請求項１０】
　請求項１～９のいずれか１項に記載の光電変換装置を有することを特徴とするカメラシ
ステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、固体撮像装置、より具体的にはＭＯＳ型固体撮像装置およびその製造方法に
関する。
【背景技術】
【０００２】
　光電変換装置は近年ディジタルスチルカメラ、ビデオカムコーダーを中心とする２次元
画像入力装置の撮像装置として、あるいはファクシミリ、スキャナーを中心とする１次元
画像読み取り装置として、急速に需要が高まっている。
【０００３】
　これらの光電変換装置としてＣＣＤ（Ｃｈａｒｇｅ　Ｃｏｕｐｌｅｄ　Ｄｅｖｉｃｅ：
電荷結合素子）やＭＯＳ型センサが用いられている。ＭＯＳ型光電変換装置の代表として
はＣＭＯＳ光電変換装置が実用化されている。図１４は、ＣＭＯＳセンサを搭載した画素
の一般的な回路構成図である。図１４において、１はフォトダイオード、２はフォトダイ
オードで発生した信号電荷を転送する転送ＭＯＳトランジスタ、３は転送された信号電荷
を一時的に蓄えておく浮遊拡散領域（以下フローティングディフュージョンと称す）、４
はフローティングディフュージョン３およびフォトダイオード１をリセットするためのリ
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セットＭＯＳトランジスタ、５はアレイ中の任意の１行を選択するための選択ＭＯＳトラ
ンジスタ、６はフローティングディフュージョン３の信号電荷を電圧の変換してソースフ
ォロワー型増幅器で増幅するソースフォロワーＭＯＳトランジスタ、７は１つの列で共通
化され画素電圧信号を読み出す読み出し線、８は読み出し線７を定電流とするための定電
流源である。
【０００４】
　本画素回路構成を本発明に適用することももちろん可能である。
【０００５】
　図１５は従来のＣＭＯＳセンサを搭載した画素の模式的断面図であって、特に図１４に
おけるフォトダイオード１と転送ＭＯＳトランジスタ２の部分を表わした図である。１１
はｎ型シリコン基板、１２はＰ型ウエル、１３ａはＭＯＳトランジスタのゲート酸化膜、
１３ｂは受光部上の薄い酸化膜、１４は転送ＭＯＳトランジスタ２のゲート電極、１５は
フォトダイオード１のＮ型カソード、１６はフォトダイオード１を埋め込み構造とするた
めの表面Ｐ型領域、１７は素子分離のための選択酸化膜、１８はフローティングディフュ
ージョン３を形成し転送ＭＯＳトランジスタ２のドレイン領域ともなっているＮ型高濃度
領域、１９はゲート電極１４とメタル第一層２１を絶縁するシリコン酸化膜、２０はコン
タクトプラグ、２１はメタル第一層、２２はメタル第一層とメタル第二層を絶縁する層間
絶縁膜、２３はメタル第二層、２４はメタル第二層とメタル第三層を絶縁する層間絶縁膜
、２５はメタル第三層、２６はパッシベーション膜である。カラー用光電変換装置では、
パッシベーション膜２６の上層に更に不図示のカラーフィルター層、さらに感度向上のた
めのマイクロレンズを形成する。表面から入射した光はメタル第三層２５のない開口部を
通して、フォトダイオードに入る。光はフォトダイオードのＮ型アノード１５或いはＰ型
ウエル１２内で吸収され、電子・ホール対を生成する。このうち電子はＮ型アノード１５
に蓄積されてゆく。
【０００６】
　また、受光部及び受光部から信号電荷を転送する拡散領域を有する画素が半導体基板内
に複数形成された固体撮像装置において、反射防止膜が該受光部においては該半導体基板
の上方に絶縁膜を介して形成され、該拡散領域の少なくとも一部の上方は避けて形成され
ている固体撮像装置が開示されている。
（例えば特許文献１等参照）
【特許文献１】特開２０００－１２８２２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、表面Ｐ型層１６とフォトダイオード上の薄い酸化膜１３ｂの界面での光
学的な反射により、入射光の一部はフォトダイオードに入射しない。反射による損失は、
以下の式で表わされる。  
　（Ｎｓｉ（λ）－Ｎｓｉｏ２（λ））２ ／（Ｎｓｉ（λ）＋Ｎｓｉｏ２（λ））２ －－
式（１）
ただしＮｓｉ（λ）：波長λにおけるシリコンの屈折率
　　　Ｎｓｉｏ２（λ）：波長λにおけるシリコン酸化膜の屈折率
　式（１）のように反射する割合は相接する２枚の膜の屈折率差が大きいほど大となる。
図２の断面構造で層間絶縁膜１９、２２、２４、２６はいずれもシリコン酸化膜であり、
パッシベーション膜２６の上層にはカラーフィルターを形成する前にシリコン酸化膜の屈
折率に近い屈折率を有する平坦化樹脂が形成されるので、最大の損失はシリコン（Ｎｓｉ
＝４～５）とシリコン酸化膜（Ｎｓｉｏ２＝１．４～１．５）の界面で生じる。ＣＭＯＳ
型光電変換装置はフォトダイオードのシリコン表面はシリコン酸化膜と接しており、反射
による感度低下を生じていた。
【０００８】
　つぎにノイズが大きい理由を説明する。

10

20

30

40

50

(3) JP 3840214 B2 2006.11.1



【０００９】
　ＣＭＯＳ型センサで発生するノイズ成分には、固定パターンノイズとランダムノイズが
ある。ここではこのうちランダムノイズに着目している。ランダムノイズ成分のうち、ソ
ースフォロワーＭＯＳトランジスタ６で発生する成分は、ＭＯＳトランジスタの駆動周波
数ｆに対して１／ｆに比例する出力を有することから、１／ｆノイズと呼ばれる。１／ｆ
ノイズは、ＭＯＳトランジスタのシリコンと酸化膜界面のトラップ準位にキャリアがラン
ダムに充放電することに生じているといわれている（図１６）。図１６は１／ｆノイズを
説明するためのＭＯＳトランジスタの断面図である。ＮＭＯＳトランジスタの例であるが
、Ｐ型基板３１上にゲート酸化膜３６を介して、ゲート電極３５があり、表面にＮ＋型ソ
ース３２、ドレイン３３がある。ゲート電極３５、ドレイン３３に電圧を印加して流れる
チャネル電子３４は、ゲート酸化膜３６のトラップ３７での電荷の充放電の影響をうける
ため、ドレイン電流は動作するたびにランダムにゆらぐ。この揺らぎが１／ｆノイズの原
因である。また、ノイズの大きさはＭＯＳトランジスタのサイズに半比例するので、微細
な画素ほど大きくなる。他のランダムノイズや固定パターンノイズが回路・デバイス上の
工夫などの設計的な改善によって低減するなか、１／ｆはランダムノイズ成分全体の多く
を占めるようになってきている。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題に鑑みて、本発明は、光を信号電荷に変換する受光領域と、前記受光領域の表
面に形成されたシリコン酸化膜よりなる絶縁膜と、前記信号電荷を増幅して出力する増幅
トランジスタを含むトランジスタと、を有する画素がアレイ状に配置され、該画素アレイ
よりも光の入射側に形成された配線層と、を含む光電変換装置において、前記トランジス
タのゲート電極と配線層との間に該ゲート電極と配線層を電気的に絶縁するためのシリコ
ン酸化膜よりなる層間絶縁膜が形成され、前記受光領域表面に形成されたシリコン酸化膜
と前記トランジスタのゲート絶縁膜の膜厚が異なり、前記受光領域の表面に形成されたシ
リコン酸化膜及び層間絶縁膜として形成されたシリコン酸化膜より屈折率が高い複数層か
らなる反射防止膜が、前記受光領域上に前記絶縁膜を介して配され、前記複数層からなる
反射防止膜のうち、前記受光領域側に配された第一の反射防止膜がシリコン窒化膜よりな
り、該第一の反射防止膜上に形成された第二の反射防止膜がシリコン酸窒化膜よりなな

ることを特徴とする。
【００１１】
　また、上記課題に鑑みて、本発明の別の態様として、光を信号電荷に変換する受光領域
と、前記受光領域の表面に形成された絶縁膜と、トランジスタと、を含む画素がアレイ状
に配置された光電変換装置において、前記絶縁膜より屈折率が高い反射防止膜が、前記受
光領域上に前記絶縁膜を介して配され、前記反射防止膜

前記トランジスタのゲート電極の側壁に配置されるサイドスペーサ
、更に、前記反射防止膜と前記ゲート電極の間及び前記サイドスペーサと前記ゲー

ト電極の間にシリコン酸化膜が配されて
【発明の効果】
【００１３】
　本発明によれば、トランジスタの特性を所望のものにしつつ、受光領域と該受光領域上
における入射光の反射を低減することが可能になる。
【００１４】
　また本発明の別の効果としては、反射防止膜とサイドスペーサとしてのシリコン窒化膜
がゲート電極側部に存在することによる応力に起因するトランジスタの特性劣化を低減す
ることが可能になるものである。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２６】
　以下、本発明の実施の形態について図面を用いて詳細に説明する。
【００２７】
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　（第１の実施形態）
　図１は、本発明の実施形態１の光電変換装置の１画素の構成を示す模式図である。図１
において、４０１は入射光により電荷を発生・蓄積する受光領域であるフォトダイオード
、４０２ａは発生した信号電荷をフローティングディフュージョンに転送する転送ＭＯＳ
トランジスタのゲート電極ある。ゲート電極４０２ａは例えばポリシリコンを用いる。４
０２ｂは転送ゲートをアレイ状に接続するメタルの転送線、４０２ｃは転送ゲート４０２
ａと転送線４０２ｂを接続するコンタクト部である。４０３は転送された電荷を一時的に
蓄積しておく浮遊拡散領域（以下フローティングディフュージョン）、４０４ａは電荷蓄
積前にフローティングディフュージョンあるいはフォトダイオード４０１をリセットする
ためのリセットＭＯＳトランジスタゲート、４０４ｂはリセットＭＯＳトランジスタゲー
ト４０２ａをアレイ状に接続するリセット線、４０４ｃはリセットＭＯＳトランジスタゲ
ート４０２ａとリセット線４０２ｂを接続するコンタクト部、４０５ａは読み出しを行う
画素を選択するための選択ＭＯＳトランジスタゲート、４０５ｂは選択ＭＯＳトランジス
タを相互に接続する選択線、４０５ｃは選択ＭＯＳトランジスタゲート４０５ａと選択線
４０５ｂを接続するコンタクト部、４０６ａはフローティングディフュージョン４０３の
電位を検出・増幅するソースフォロワーＭＯＳトランジスタゲート、４０６ｂはソースフ
ォロワーＭＯＳトランジスタゲート４０６ａとフローティングディフュージョン４０３を
接続するメタル配線、４０６ｃはメタル配線４０６ｂとソースフォロワーＭＯＳトランジ
スタゲート４０６ａを接続するコンタクト部、４０７ａはソースフォロワーＭＯＳトラン
ジスタで読み出された信号を画素領域の外にとりだす読み出し線、４０７ｂは読み出し線
４０７ａとソースフォロワーＭＯＳトランジスタのソースを接続するコンタクト部、４０
８ａは読み出し線の電源あるいはリセット電源となるＶＤＤ電源線、４０８ｂは上記電源
線とリセットＭＯＳトランジスタのドレインを接続するコンタクト部である。
【００２８】
　フォトダイオード４０１を覆うように破線で示した領域４１０が、本発明のシリコン窒
化膜が反射防止膜として存在する領域である。本実施例では図のように反射防止が必要な
フォトダイオード部だけにシリコン窒化膜を残した。従って、ＭＯＳトランジスタ上には
窒化膜は存在せず、また隣接画素の反射防止膜とはつながっていない。
【００２９】
　本実施例の反射防止膜４１０は減圧下で５５０～６５０℃でシランガスとアンモニアガ
スを反応させて気相成長させたシリコン窒化膜を使用してあり、屈折率は波長５５０ｎｍ
で２．０である。このシリコン窒化膜４１０は水素分子を透過しにくいことがわかってい
るので、水素シンター工程で素子表面から拡散する水素は反射防止部の下には入りにくい
。画素中の４個のＭＯＳトランジスタのトラップ準位を低減するために、ＭＯＳトランジ
スタ上のシリコン窒化膜はすべて除去することで、特にソースフォロワーＭＯＳトランジ
スタの１／ｆノイズが大きくならないようにしている。フォトダイオードの界面にも水素
が入り込むことが望ましいので、本実施例のようにフォトダイオードをすべて覆わずに、
一部の窒化膜を除去することも効果的である。その場合は、入射光密度の低い領域を除去
するのが望ましい。
【００３０】
　減圧ＣＶＤ法で成膜したシリコン窒化膜４１０はシリコンに対して大きな引っ張り応力
を有する。窒化膜の引っ張り応力により、シリコン基板が反りが生じ、甚だしい場合には
、以降の工程でのウエハチャッキングに支障が出ることもある。このようなシリコン窒化
膜の応力を緩和するためにも、本実施例のように、窒化膜を隣接画素間で切り離しておく
ことが有効である。
【００３１】
　図２は図１の線Ａ―Ａ’における模式的断面図である。
【００３２】
　５１１はｎ型シリコン基板、５１２はＰ型ウエル、５１３ａはＭＯＳトランジスタのゲ
ート酸化膜、５１３ｂは受光部上の薄い酸化膜、５１４は転送ＭＯＳトランジスタのゲー
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ト電極（図４で４０２ａに相当）、５１５はフォトダイオード１のＮ型カソード、５１６
はフォトダイオードを埋め込み構造とするための表面Ｐ型領域、５１７は素子分離のため
のメサ型酸化膜である。メサ型酸化膜による画素分離はＬＯＣＯＳ法による分離のような
応力発生がほとんどないため、酸化膜端でにおいてフォトダイオードのリーク電流が小さ
いという長所があり、微細な画素の構造に適した素子分離方法である。リーク電流に問題
がなければ、通常のＬＯＣＯＳ酸化膜による分離構造を採用することは本発明の趣旨には
矛盾しない。また、素子分離方法としてＳＴＩ（Ｓｈａｌｌｏｗ　Ｔｒｅｎｃｈ　Ｉｓｏ
ｌａｔｉｏｎ）を用いても本発明の趣旨には矛盾しない。５１８は浮遊拡散領域（フロー
ティングディフュージョン）のＮ型高濃度領域、５１９はゲート電極とメタル第一層を絶
縁するシリコン酸化膜、５２０はコンタクトプラグ、５２１はメタル第一層、５２２はメ
タル第一層とメタル第二層を絶縁する層間絶縁膜である。発明の趣旨には関係のない上部
の構造は省略した。また、５２３はメサ型酸化膜５１７下のチャンネルストップ層である
。５３１は図４で４１０に対応するシリコン窒化膜である。
【００３３】
　図３は本発明の反射防止構造を示す模式図である。図３に示すとおり、シリコン窒化膜
はフォトダイオード上の薄い酸化膜５１３ｂと層間絶縁膜５１９の間に存在し、多重干渉
効果により反射する光の割合小さくしている。表１は本実施例の構造でシリコン窒化膜５
３１とシリコン酸化膜５１３ｂの厚さをいくつか変化させたときの、主波長（４５０ｎｍ
，５５０ｎｍ，６２０ｎｍ）での反射率を評価したものである。Ｔ２＝０ｎｍ即ち従来構
成では大きい反射率が全ての主波長で低減していることが確認された。Ｔ２，Ｔ３の組み
合わせにより、どの主波長で反射防止効果が大きいかが変わってくることがわかるが、実
験の範囲ではどの組み合わせでも有効であることがわかる。
【００３４】
　評価結果より、全波長にわたりバランスよく反射防止効果をもたせるには、Ｔ２＝３４
－４０ｎｍ，Ｔ３＝１８－２０ｎｍが適当であることがわかる。Ｔ２の有効な範囲は１０
～６０ｎｍ程度、Ｔ３の有効範囲は５～３０ｎｍ程度である。
【００３５】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３６】
　（第２の実施形態）
　図４は本発明の実施形態２の光電変換装置の１画素の構成を示す模式図である。
【００３７】
　実施形態１と異なる点は、反射防止のために高屈折率膜は、フォトダイオード以外の領
域にも存在することである。破線で囲われた領域７１０は一画素内でシリコン窒化膜の存
在する領域であるが、破線は便宜的なものであり、シリコン窒化膜は隣接する画素まで連
続的に存在する。その他の部分は全て実施形態１と同じであるので、説明を省略する。
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【００３８】
　図５は図４の線Ｂ―Ｂ’における模式的断面図である。図５に示されているように、シ
リコン窒化膜８３１は全領域に存在する。図５ではＭＯＳをＬＤＤ（Ｌｉｇｈｔｌｙ　Ｄ
ｏｐｅｄ　Ｄｒａｉｎ）構造の場合を図示している。その結果、転送ＭＯＳトランジスタ
のドレイン領域８１８ａのチャネル側に、８１８ａよりも低濃度のｎ型ｄドレイン電界緩
和層８１８ｂが存在する。ＬＤＤ構造を得るためにポリシリコンゲート電極８１４の側面
に所謂サイドスペーサ（サイドウォール）８３２が形成される。このサイドスペーサ８３
２の側面方向の厚さは電界緩和層８１８ｂの寸法を決定する。本実施例のように全面にシ
リコン窒化膜を残す場合、シリコン窒化膜の厚さを加味してサイドスペーサ８３２の厚さ
を決定する必要がある。
【００３９】
　なお、ＬＤＤ構造を用いない場合にも、本実施例は適用できることは言うまでも無い。
【００４０】
　図５の上記以外の断面図は実施形態１と同じであるので説明を省略する。
【００４１】
　尚、実施形態１と異なり、本実施形態で用いたシリコン窒化膜はプラズマ気相成長法（
Ｐ－ＣＶＤ：Ｐｌａｓｍａ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｖａｐｏｒ　Ｄｅｐｏｓｉｔｉｏｎ）に
より成膜したものを用いた。即ち、アンモニアガスとシランガスをプラズマ放電中で混合
し、シリコン窒化膜をウエハ上に堆積される。
【００４２】
　成膜して得られた窒化膜は屈折率がＮ＝２．０となってが、ガス組成比を変えることで
、ｎ＝１．９～２．１の範囲の屈折率が得られる。屈折率により、最適な膜厚は変わる。
【００４３】
　Ｐ－ＣＶＤで成膜したシリコン窒化膜はシリコンに対し応力が小さく、１００ｎｍ以下
の膜厚では、ウエハ全面に膜が存在してもシリコンウエハがそる心配はない。従って、膜
を画素毎に分離する必要はない。
【００４４】
　また、Ｐ－ＣＶＤで成膜したシリコン窒化膜は水素が数％含まれており、この水素は３
５０℃以上の熱を加えると膜外に拡散することは良く知られている。拡散したス水素分子
の一部はシリコンとシリコン酸化膜の界面に到達し、酸化膜中のトラップ準位を埋め。そ
の結果、本実施例の構造でＰ－ＣＶＤシリコン窒化膜を成膜後に熱処理を行うことで、ソ
ースフォロワーＭＯＳの１／ｆノイズを大幅に低減することができた。膜の厚さが２０ｎ
ｍでも充分に１／ｆノイズ低減の効果は得られる。
【００４５】
　もちろん、光学的には実施例１と同じ反射防止効果が得られるので、ＣＭＯＳセンサの
感度も向上している。
【００４６】
　その結果、センサのＳＮ比は大幅に向上した。
【００４７】
　尚、本実施形態ではシリコン窒化膜を全面に残存させたが、この限りではない。まず、
１／ｆノイズ低減の観点から述べると、ソースフォロワーアのトラップ準位を減少させる
ことが重要であるので、平面図７のＭＯＳトランジスタゲート７０６ａ直上、ないし、そ
の近傍にシリコン窒化膜が存在すれば充分な効果が得られる。また、製造の観点から述べ
ると、膜が全面に存在すると、層間絶縁膜８１９にコンタクト孔を開口する際に、窒化膜
が存在すると、エッチングが二段階、あるいは３段階となり、プロセスが複雑になり、加
工寸法精度が低下する。従って、コンタクト位置のシリコン窒化膜は予め除去しておくこ
とが有効である。
【００４８】
　以上の様に、シリコン窒化膜の残存位置に関しては、さまざま可能性が有り、ずべて、
本発明が除外するものではない。
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【００４９】
　（第３の実施形態）
　図６は本発明の実施形態３の光電変換装置の１画素の構成を示す模式図である。
【００５０】
　図７は図６の線Ｃ－Ｃ‘における模式的断面図である。実施形態１または実施形態２と
異なる点は、反射防止のための高屈折率膜であるシリコン窒化膜とシリコン基板との間の
シリコン酸化膜の厚さとゲート酸化膜の厚さをそれぞれ最適にしている点である。そのた
めに、ポリシリコンゲート電極を形成した後、酸化処理を行っている。
【００５１】
　９１３ａはＭＯＳトランジスタのゲート酸化膜、９１４はポリシリコン電極、９１３ｂ
はフォトダイオード上のシリコン酸化膜であり、ポリシリコンゲート電極形成後に酸化を
行い、膜厚を調整した状態を示す。９３１は反射防止のためのシリコン窒化膜、９３２ｂ
はＭＯＳトランジスタのポリシリコンゲート電極の側壁に成長したシリコン酸化膜、９３
２ａはシリコン窒化膜のサイドスペーサである。
【００５２】
　図６で太線４２０で示した領域が、本実施形態のシリコン窒化膜が反射防止膜として存
在する領域である。図６の上記以外の構造は実施形態１と同じであるので説明を省略する
。尚、シリコン窒化膜が存在する領域は図６ではフォトダイオードを全て覆っているが、
フォトダイオードの一部について除去しても本発明の主旨には矛盾しない。
【００５３】
　表１で示したように反射防止の効果を上げるためにはシリコン酸化膜とシリコン窒化膜
の厚さを最適にする必要がある。シリコン酸化膜はゲート酸化膜を兼ねることもできるが
、ＭＯＳトランジスタの性能からの要求から、前記反射防止に最適な膜厚とは異なること
がある。
【００５４】
　また、図７で示すように、反射防止のためのシリコン窒化膜をＬＤＤ構造のサイドスペ
ーサと兼ねることもできるが、その場合、ポリシリコンゲート電極とシリコン窒化膜を接
触させるとシリコン窒化膜の応力により、ＭＯＳトランジスタの特性に影響を及ぼす場合
がある。そのため、ポリシリコンゲート電極を酸化し、シリコン窒化膜との間にシリコン
酸化膜を挟むことにより応力を緩和することができる。
【００５５】
　本実施形態の光電変換装置においては、フォトダイオード上のシリコン酸化膜の厚さを
１６～３０ｎｍ、シリコン窒化膜の厚さを２５～５０ｎｍ、ゲート酸化膜の厚さを７～１
６ｎｍ、ポリシリコン電極の側壁のシリコン酸化膜の厚さを１０～５０ｎｍの範囲で有効
であった。尚、ゲート酸化膜の厚さや側壁酸化膜の厚さは光電変換装置の特性により要求
される値が一義的には決まらないので、本実施形態の厚さの範囲を超える場合でも、本発
明の主旨とは矛盾しない。
【００５６】
　また、本実施形態の製造方法については、ポリシリコンゲート電極形成後に追酸化を行
ってもよいし、一旦、フォトダイオード上のシリコン酸化膜を除去した後、所望の膜厚に
なるように再度酸化を行ってもよい。また、ＭＯＳトランジスタのゲート絶縁膜とフォト
ダイオード上の絶縁膜の膜種が異なってもよい。
【００５７】
　（第４の実施形態）
　図８は、本発明の実施形態４の光電変換装置における、単位画素の等価回路図である。
図９は、図８の等価回路図で示される光電変換装置の単位画素の内、反射防止膜に関連す
る領域を示した模式的断面図である。
【００５８】
　図８において、光電変換部１は転送ＭＯＳトランジスタ２を介してソースフォロア入力
ＭＯＳトランジスタ６のゲートに接続され、ソースフォロア入力ＭＯＳトランジスタのソ
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ースは選択ＭＯＳトランジスタ５を介して垂直信号線７へと接続されている。また、ソー
スフォロア入力ＭＯＳトランジスタのゲートを所定電位にリセットするリセットＭＯＳト
ランジスタ４が設けられている。また一般的に、駆動時の過渡的なＧＮＤ電位の変動を抑
制するために画素毎にＧＮＤに接続されるＧＮＤ配線が設けられている（本図では省略）
。
【００５９】
　本実施形態では、反射防止膜と層間絶縁膜との屈折率差を一層低減することにより、更
なる反射率の低減を達成するものである。本実施形態では、光電変換部を含む画素が複数
設けられた光電変換装置であって、少なくとも前記光電変換部の一部の上方に絶縁膜を介
して２層以上の反射防止用の膜が積層されていることを特徴とし、特に層間絶縁膜の屈折
率よりも前記第二反射防止膜の屈折率が大きく、前記第二の反射防止膜の屈折率よりも前
記第一の反射防止膜の屈折率が大きいことを特徴とする。これは反射防止膜と層間絶縁膜
との屈折率差を小さくすることによって界面反射を十分に抑えることを目的としている。
【００６０】
　図９において、シリコン上にはシリコン酸化物を介してシリコン窒化物より成る反射防
止膜１０３１が形成され、その上にシリコン酸窒化物より成る第２の反射防止膜１０３２
が形成され、その上にシリコン酸化物からなる層間絶縁膜９１９が形成される。シリコン
窒化物の屈折率はおよそ２．０、シリコン酸窒化物の屈折率は１．７程度、シリコン酸化
物の屈折率はおよそ１．４６である。更にシリコン窒化物、シリコン酸窒化物の膜厚はそ
れぞれ２０ｎｍ～８０ｎｍ、５ｎｍ～３０ｎｍであることが望ましく、特にそれぞれ４０
ｎｍ程度、２０ｎｍ程度であることが最も望ましい。この場合の反射率は図１０に示すと
おり反射防止膜が１層の場合に対して低減されており、およそ可視光全域にわたって感度
向上が達成されている。
【００６１】
　更に反射防止膜の膜厚と反射率との関係について詳細に説明する。例えば、光電変換部
直上のシリコン酸化物の膜厚を８ｎｍ程度、シリコン上のシリコン酸化物を介して形成さ
れるシリコン窒化物より成る第一の反射防止膜の膜厚を４０ｎｍとした場合、第一の反射
防止膜の直上に形成されるシリコン酸窒化物より成る第二の反射防止膜の膜厚に対する各
波長の反射率は、図１１で示されるような値となる。即ち、第二の反射防止膜の膜厚を２
０ｎｍ程度以下とすることにより、可視光全領域において反射率を低減することが可能と
なる。また、第二の反射防止用の膜の膜厚を２０ｎｍ程度以上である場合、波長６００ｎ
ｍ、或いは７００ｎｍ程度の可視長波長領域では反射率が更に下がる。但し、波長５００
ｎｍ程度以下の可視短波長領域においては反射率が最低となるピークを過ぎており反射率
増大の方向にあるため、２０ｎｍ以下がもっとも望ましい。しかしながら、３０ｎｍ以下
であれば感度配分を設計事項として膜厚を決定することが可能である。
【００６２】
　また本実施形態は、ＣＣＤ固体撮像装置に適用することも可能である。図１２はＣＣＤ
固体撮像装置の単位画素の断面構造のうち、反射防止膜に関連する領域を示した模式的断
面図である。本構造においてもＣＭＯＳセンサと同様に感度向上の効果が得られるもので
ある。
【００６３】
　（第５の実施形態）
　図１３は本発明による光電変換装置をカメラに応用する場合の回路ブロックの例を示し
たものである。撮影レンズ１３０２の手前にはシャッター１３０１があり、露出を制御す
る。絞り１３０３により必要に応じ光量を制御し、光電変換装置１３０４に結像させる。
光電変換装置１３０４から出力された信号は信号処理回路１３０５で処理され、Ａ／Ｄ変
換器１３０６によりアナログ信号からディジタル信号に変換される。出力されるディジタ
ル信号はさらに信号処理部１３０７で演算処理される。処理されたディジタル信号はメモ
リー１３１０に蓄えられたり、外部Ｉ／Ｆ１３１３を通して外部の機器に送られる。光電
変換装置１３０４、撮像信号処理回路１３０５、Ａ／Ｄ変換器１３０６、信号処理部１３
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０７はタイミング発生部１３０８により制御される他、システム全体は全体制御部・演算
部１３０９で制御される。記録媒体１３１２に画像を記録するために、出力ディジタル信
号は全体制御部・演算部で制御される記録媒体制御Ｉ／Ｆ部１３１１を通して、記録され
る。
【産業上の利用可能性】
【００６４】
　本発明は、絶縁膜より屈折率が高い反射防止膜が、受光領域上に前記絶縁膜を介して配
された光電変換装置およびその製造方法に関するもので、特に増幅型ＭＯＳ固体撮像装置
に好適に用いられるものである。
【００６５】
　本発明による光電変換装置およびその製造方法は、デジタルスチルカメラ、デジタルビ
デオカメラ、イメージスキャナ、更にはデジタルカメラ付きの携帯電話等のデジタルイメ
ージング機器において好適に用いられるものである。
【図面の簡単な説明】
【００６６】
【図１】本発明第一実施例のＣＭＯＳセンサ画素平面図である。
【図２】本発明第一実施例のＣＭＯＳセンサ画素断面図である。
【図３】本発明の反射防止構造を示す模式図である。
【図４】本発明第二実施例のＣＭＯＳセンサ画素平面図である。
【図５】本発明第二実施例のＣＭＯＳセンサ画素断面図である。
【図６】本発明第三実施例のＣＭＯＳセンサ画素平面図である。
【図７】本発明第三実施例のＣＭＯＳセンサ画素断面図である。
【図８】本発明第四実施例のＣＭＯＳセンサ画素等価回路図である。
【図９】本発明第四実施例のＣＭＯＳセンサ画素断面図である。
【図１０】本発明第四実施例の効果を示すグラフである。
【図１１】本発明第四実施例の第二の反射防止膜の膜厚に対する各波長の反射率を示すグ
ラフである。
【図１２】本発明第四実施例の変形例を示す模式的断面図である。
【図１３】本発明による光電変換装置を用いたカメラシステムのブロック図である。
【図１４】ＣＭＯＳセンサを搭載した画素の一般的な回路構成図である。
【図１５】従来のＣＭＯＳセンサを搭載した画素の模式的断面図である。
【図１６】ＭＯＳトランジスタの１／ｆノイズを説明する図である。
【符号の説明】
【００６７】
　１、４０１，７０１　フォトダイオード、光電変換部
　２　転送ＭＯＳトランジスタ
　３、４０３，７０３　フローティングディフュージョン
　４　リセットＭＯＳトランジスタ
　５　選択ＭＯＳトランジスタ
　６　ソースフォロワーＭＯＳトランジスタ
　７　読み出し線、垂直信号線
　８　定電流源
　１１　ｎ型シリコン基板
　１２　ｐ型ウエル
　１３ａ　ゲート酸化膜
　１３ｂ　薄い酸化膜
　１４、４０２ａ，７０２ａ　転送ＭＯＳトランジスタゲート電極
　１５　フォトダイオードｎ型カソード
　１６　表面ｐ型領域
　１７　ＬＯＣＯＳ酸化膜
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　１８　ドレインｎ型高濃度領域
　１９　シリコン酸化膜
　２０　コンタクトプラグ
　２１　メタル第一層
　２２　メタル第一層とメタル第二層層間絶縁膜
　２３　メタル第二層
　２４　メタル第二層とメタル第三層層間絶縁膜
　２５　メタル第三層
　２６　パッシベ－ション膜
　３１　ｐ型シリコン基板
　３２　ソース
　３３　ドレイン
　３４　チャネル電子
　３５　ゲート電極
　３６　ゲート酸化膜
　３７　トラップ
　４０２ｂ、７０２ｂ　メタル転送線
　４０２ｃ、７０２ｃ　転送線コンタクト
　４０４ａ、７０４ａ　リセットＭＯＳトランジスタゲート
　４０４ｂ、７０４ｂ　リセット線
　４０４ｃ、７０４ｃ　リセット線コンタクト
　４０５ａ、７０５ａ　選択ＭＯＳトランジスタゲート
　４０５ｂ、７０５ｂ　選択線
　４０５ｃ、７０５ｃ　選択線コンタクト
　４０６ａ、７０６ａ　ソースフォロワーＭＯＳトランジスタゲート
　４０６ｂ、７０６ｂ　メタル配線
　４０６ｃ、７０６ｃ　ソースフォロワーＭＯＳコンタクト
　４０７ａ、７０７ａ　読み出し線
　４０７ｂ、７０７ｂ　読み出し線コンタクト
　４０８ａ、７０８ａ　ＶＤＤ電源線
　４０８ｂ、７０８ｂ　ＶＤＤ電源線コンタクト
　４１０、４２０、７１０　シリコン窒化膜残存領域
　５１１、８１１、９１１　ｎ型シリコン基板
　５１２、８１２、９１２、１０１２　Ｐ型ウエル
　５１３ａ、８１３ａ、９１３ａ　ゲート酸化膜
　５１３ｂ、８１３ｂ、９１３ｂ　受光部上の薄い酸化膜
　５１４、８１４、９１４　転送ＭＯＳトランジスタゲート電極
　５１５、８１５、９１５、１０１５　フォトダイオードｎ型カソード
　５１６、８１６、９１６、１０１６　表面ｐ型領域
　５１７、８１７、９１７　メサ型酸化膜
　５１８、８１８ａ、９１８ａ　フローティングディフュージョンＮ型高濃度領域
　８１８ｂ、９１８ｂ　フローティングディフュージョンＮ型電界緩和領域
　５１９、８１９、９１９、１０１９　ゲート電極とメタル第一層層間絶縁膜
　５２０、８２０、９２０　コンタクトプラグ
　５２１、８２１、９２１、１０２１　メタル第一層
　５２２、８２２、９２２　メタル第一層とメタル第二層層間絶縁膜
　５２３、８２３、９２３、１０２３　チャネルストップ層
　５３１、８３１、９３１、１０３１　反射防止シリコン窒化膜
　８３２　サイドスペーサ
　９３２ａ　シリコン窒化膜のサイドスペーサ
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　９３２ｂ　シリコン酸化膜のサイドスペーサ
　１０１７　ＬＯＣＯＳ
　１０３２　第二反射防止膜
　１１００　電荷転送領域
　１１０４　シリコン酸化膜
　１１０５　ゲート電極
　１１０７　遮光膜
　１１０８　絶縁膜

【 図 １ 】 【 図 ２ 】
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【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】 【 図 ６ 】
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【 図 ７ 】 【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】 【 図 １ ４ 】
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【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】
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